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第４ 技能実習生の人数枠に関するもの 

 

【関係規定】 

（技能実習生の数） 

規則第１６条 法第九条第十一号（法第十一条第二項において準用する場合を含む。）の主務省

令で定める数は、次の各号に掲げる技能実習の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

一 企業単独型技能実習（次号に規定するものを除く。） 第一号技能実習生について申請者

の常勤の職員（外国にある事業所に所属する常勤の職員及び技能実習生を除く。以下この

条において同じ。）の総数に二十分の一を乗じて得た数、第二号技能実習生について申請者

の常勤の職員の総数に十分の一を乗じて得た数 

二 企業単独型技能実習（この号で定める数の企業単独型技能実習生を受け入れた場合にお

いても継続的かつ安定的に企業単独型技能実習を行わせることができる体制を有するものと

法務大臣及び厚生労働大臣が認めたものに限る。）又は団体監理型技能実習 第一号技能

実習生について次の表の上欄に掲げる申請者の常勤の職員の総数の区分に応じ同表の下

欄に定める数（その数が申請者の常勤の職員の総数を超えるときは、当該常勤の職員の総

数）、第二号技能実習生について同表の下欄に定める数に二を乗じて得た数（その数が申請

者の常勤の職員の総数に二を乗じて得た数を超えるときは、当該常勤の職員の総数に二を

乗じて得た数） 

申請者の常勤の職員の総数 技能実習生の数 

三百一人以上 申請者の常勤の職員の総数の二十分の一 

二百一人以上三百人以下 十五人 

百一人以上二百人以下 十人 

五十一人以上百人以下 六人 

四十一人以上五十人以下 五人 

三十一人以上四十人以下 四人 

三十人以下 三人 

２ 前項の規定にかかわらず、企業単独型技能実習にあっては申請者が前条の基準に適合する

者である場合、団体監理型技能実習にあっては申請者が同条の基準に適合する者であり、か

つ、監理団体が一般監理事業に係る監理許可（法第二条第十項に規定する監理許可をいう。

以下同じ。）を受けた者である場合には、法第九条第十一号（法第十一条第二項において準用

する場合を含む。）の主務省令で定める数は、次の各号に掲げる技能実習の区分に応じ、当該

各号に定めるとおりとする。 

一 前項第一号に規定する企業単独型技能実習 第一号技能実習生について申請者の常勤

の職員の総数に十分の一を乗じて得た数、第二号技能実習生について申請者の常勤の職

員の総数に五分の一を乗じて得た数、第三号技能実習生について申請者の常勤の職員の

総数に十分の三を乗じて得た数 
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二 前項第二号に掲げる技能実習 同号の表の上欄に掲げる申請者の常勤の職員の総数の

区分に応じ、第一号技能実習生について同表の下欄に定める数に二を乗じて得た数（その数

が申請者の常勤の職員の総数を超えるときは、当該常勤の職員の総数）、第二号技能実習

生について同表の下欄に定める数に四を乗じて得た数（その数が申請者の常勤の職員の総

数に二を乗じて得た数を超えるときは、当該常勤の職員の総数に二を乗じて得た数）、第三

号技能実習生について同表の下欄に定める数に六を乗じて得た数（その数が申請者の常勤

の職員の総数に三を乗じて得た数を超えるときは、当該常勤の職員の総数に三を乗じて得た

数） 

３ 前二項の規定にかかわらず、法務大臣及び厚生労働大臣が告示で定める特定の職種及び作

業に係る技能実習である場合には、法第九条第十一号（法第十一条第二項において準用する

場合を含む。）の主務省令で定める数は、当該特定の職種及び作業に係る事業所管大臣が、

法務大臣及び厚生労働大臣と協議の上、当該職種及び作業に特有の事情に鑑みて告示で定

める数とする。 

４ （略） 

告示第３条 介護職種に係る規則第十六条第三項に規定する告示で定める数は、次の各号に掲

げる技能実習の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。ただし、技能実習を行わせる事業

所（以下この条において単に「事業所」という。）の技能実習生の総数が、当該事業所の介護等

を主たる業務として行う常勤の職員（以下この条において「常勤介護職員」という。）の総数を超

えないものとする。 

一 企業単独型技能実習（次号に規定するものを除く。） 第一号技能実習生について事業所

の常勤介護職員の総数に二十分の一を乗じて得た数、第二号技能実習生について事業所

の常勤介護職員の総数に十分の一を乗じて得た数 

二  企業単独型技能実習（規則第十六条第一項第二号に規定する企業単独型技能実習に

限る。）又は団体監理型技能実習 第一号技能実習生について次の表の上欄に掲げる事業

所の常勤介護職員の総数の区分に応じ同表の下欄に定める数、第二号技能実習生につい

て同表の下欄に定める数に二を乗じて得た数 

事業所の常勤介護職員の総数 技能実習生の数 

三百一人以上 事業所の常勤介護職員の総数の二十分の一 

二百一人以上三百人以下 十五人 

百一人以上二百人以下 十人 

五十一人以上百人以下 六人 

四十一人以上五十人以下 五人 

三十一人以上四十人以下 四人 

二十一人以上三十人以下 三人 

十一人以上二十人以下 二人 

十人以下 一人 
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２ 前項の規定にかかわらず、企業単独型技能実習にあっては申請者が規則第十五条の基準に

適合する者である場合、団体監理型技能実習にあっては申請者が同条の基準に適合する者で

あり、かつ、監理団体が第五条第二号の基準に適合する者である場合には、介護職種に係る規

則第十六条第三項に規定する告示で定める数は、次の各号に掲げる技能実習の区分に応じ、

当該各号に定めるとおりとする。ただし、事業所の技能実習生の総数が、当該事業所の常勤介

護職員の総数を超えないものとする。 

一 前項第一号に規定する企業単独型技能実習 第一号技能実習生について事業所の常勤

介護職員の総数に十分の一を乗じて得た数、第二号技能実習生について事業所の常勤介

護職員の総数に五分の一を乗じて得た数、第三号技能実習生について事業所の常勤介護

職員の総数に十分の三を乗じて得た数 

二 前項第二号に掲げる技能実習 同号の表の上欄に掲げる事業所の常勤介護職員の総数

の区分に応じ、第一号技能実習生について同表の下欄に定める数に二を乗じて得た数、第

二号技能実習生について同表の下欄に定める数に四を乗じて得た数、第三号技能実習生に

ついて同表の下欄に定める数に六を乗じて得た数 

 

○ 介護職種の人数枠は、事業所単位で、介護等を主たる業務として行う常勤職員

（常勤介護職員）の総数に応じて設定されています。また、技能実習生の総数が事

業所の常勤介護職員の総数を超えることができません。 

 

○ 企業単独型技能実習の場合は実習実施者が、団体監理型技能実習の場合は実

習実施者と監理団体が、優良である場合には、告示第３条第２項の規定の適用を

受けることができ、第３号技能実習生の受入れが認められるとともに、通常の場合と

比べて人数枠が拡大されます。介護職種の優良な実習実施者の基準は他職種と

一部異なることに留意して下さい。（詳細はｐ17 に記載。）また、介護職種の優良な

監理団体については、介護職種の実績等も基に判断されることに留意して下さい。

（介護職種の優良な監理団体の基準については、告示第５条第２項に規定。詳細

はｐ27 に記載） 

 

【確認対象の書類】 

・ 事業所の概要書（介護参考様式第８号） 

・ 理由書（参考様式第１-26号）及び規則第16条第１項第２号の基準への適合性を立証する

関係書類 

＊ 規則第16条第１項第２号の適用を受けようととする場合 

・ 優良要件適合申告書（実習実施者）（参考様式第１-24号） 

＊ 規則第16条第２項の適用を受けようととする場合 

・ 技能実習生の名簿（参考様式第１-25号） 
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【留意事項】 

○ 常勤介護職員の総数については、常勤換算方法により算出するものではなく、他職種と同

様、実習実施者に継続的に雇用されている職員（いわゆる正社員をいいますが、正社員と同

様の就業時間で継続的に勤務している日給月給者を含む。）であって、介護等を主たる業務

とする者の数を事業所ごとに算出することになります。 

○ 技能実習生の名簿（参考様式第１-25 号）には、技能実習を行わせている事業所において

現に受け入れている技能実習生を記載して下さい。 

○ 規則第16条で定めている法人単位での人数枠は、介護職種には適用されません。 

 


